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1.は じ め に

近年,国 から県へ,県 か ら市町村への権限委譲が進められている.特 に,中 核市制度,特 例

市制度の創設は権限の移譲を目的に し,地 方分権を進める政策を反映 している.地 方分権のた

めには財政力 を強 くすることが求められ,市 町村の人口 ・規模の拡大が必要となり,全 国に約

3,000あ る市町村を1,000程 度に減 らすことを目指 して,平 成の大合併が進められている.近

年の市町村合併の事例については,横 道 ・和田(2000)が 詳 しい.ま た,市 町村合併 と最適都

市規模,財 政,議 員数,職 員数等との関係 については,吉 村(1999),古 川(2004)を は じめ多

くの研究が存在する.自 治体の最適規模に関する研究結果によれば,一 人あた り歳出が最小に

なるのは,人 口10～20万 人であることが明 らかになっている.

全国の市町村 は,愛 知県の富山村のように200人 程度の村か ら数百万人規模の都市 まで様々

であ りなが ら,こ れ まで全国どの自治体 もほぼ同様の行政サービスが求められ,地 方交付税に

より,そ れを保証 して きた.し か し,90年 代 に入 り,中 央政府の財政悪化と共に,地 方自治体

の財政 も危機的状況にある.図1を 見てわかるように,地 方自治体全体の借入金残高は90年

代 に入 り50兆 円を超え,10年 間に2倍 以上 と急増 している.地 方債残高の急増の理由は,景

気後退による地方税収の落込みや減税による減収の補てん,さ らに,中 央政府主導の景気対策

のための公共事業投資による地方債の増発等 による.平 成11年 度末の地方債残高は125兆 円,

市町村分では,58兆 円となってお り,借 入金残高の削減が必要となってきている.

この論文の目的は,合 併を地方財政の健全化と結びつけ,地 方債 を削減するための財源とし

て,市 町村合併に伴い削減される経費を積極的に償還に充当することを想定した試算結果を示

す ことである.自 治体が住民 に対 して発行する市町村合併に関する資料の中では,「効率的な

行政運営が可能になる」,「経費が削減で きる」などの説明がなされているが,そ の余剰 となる

経費の使い方については触れ られていない.ま た,多 額の地方債残高は,歳 出に占める償還額

を増加させ,財 政の 自由度をうばうので,自 治体の財政運営にとって最 も重要で,直 ちに解決

を迫られる問題である.



図1地 方債残高の推移(全 国の自治体)

資料:『地方財政要覧』より作成.

具体的には,平 成11年 度のデータを用いて,ま ず市町村合併を行 うことで削減される経費を

計算 し,次 に,そ の削減 された経費を地方債の償還にまわ した場合の地方債残高削減効果の大

きさを試算する.論 文の構成は,以 下の とお りとなっている.2節 では,こ こで想定 している

合併案について説明する.こ の合併案の うち 『合併案(1)』は試算を行った平成13年 時点では現

実 に推進されていた案である(た だ し,実 際の合併状況は付記に示 したように,こ こで想定 し

たのとは別の形で実現 している).3節 では,合 併 による歳出削減額を具体的に計算 している.

4節 では,3節 で算出した歳出削減額を地方債の償還に回 した場合の試算を行う.5節 はまと

めである.

2.想 定 する合併案

ここでは,愛 知県内の東三河地域 を例 として,合 併 と地方債削減効果を具体的に算出する.

対象とした東三河地域の2市7町 は,愛 知県の東部に位置 し,三 河湾を取 り囲む形 となって

お り,東 側は静岡県 と接 している地域であり,中 核市の豊橋市 と,豊 川市,宝 飯郡4町(音 羽

町,一 宮町,小 坂井町 御津町),渥 美郡3町(田 原町,赤 羽根町,渥 美町)か らなっている.

人口,歳 出総額は,表1に まとめられている.東 三河地域の中心的な役割を果た している豊橋

市 は名古屋市に次いで愛知県第2位 の市であ り,人 口は約35万 人である.こ の地域の主要な

産業としては,ま ず,三 河港臨海部での輸入 自動車の陸揚 げ及び国産車の輸出拠点であ り,さ

らに,渥 美半島では電照菊,メ ロンなどの施設園芸が盛んである.特 に,田 原町は臨海部に ト

ヨタ自動車の工場があり,製 造及び輸出が盛んで税収が豊富なため,今 回対象とする市町の中



表1市 町村基礎データ



図2東 三河地域の市町

で唯一,地 方交付税の不交付団体 となっている.

表1の 財政力指数に注 目すると,田 原町を別にすれば,人 口規模の大 きい自治体ほど財政力

指数が高い(財 政状態がよい)傾 向がある.つ まり,健 全財政を目指すならば,合 併によって

人口規模を拡大させることは重要な選択肢 となる.

さらに,表1を 見ても明 らかなように,職 員数,議 員数 とも,人 口規模の大きな自治体ほど

人口あたりの人数が小 さくなっていることが確認できる.職 員数は,小 坂井町を例外 として,

市 レベルでは人口千人あた り6人 台であるが,町 レベルでは9～14人 となってお り,明 確 な差

がある.

ここでは,『合併案(1)』として,豊 川市と宝飯郡4町(音 羽町,一 宮町,小 坂井町 御津町),

渥美郡3町(田 原町 赤羽根町,渥 美町)が それぞれ合併 し,豊 橋市,新 市A,新 市Bと い う

3市 体制になるケースを考える(図2を 参照).ま た,『 合併案(2)』として,さ らにその3市 が

合併 し1市 となるケースを想定 した.こ の合併案(1)で想定する新市A,新 市Bは,平 成13年

度時点ですでに法定協議会が設置され,具 体的な合併が計画されていた2地 区であり,合 併案

(2)は,東 三河地域全体で政令市を目指す という構想 も提唱されているのを受けてお り,全 く仮

想的な想定ではなかった.た だし,実 際の合併案は新市の名前や負担を巡る市町間の利害対立

により,我 々の想定 とはべつのものとなった(付 記を参照).

対象とした市町の合併前及び合併後の財政力指数は図2に 書かれている.も し,当 初の計画

どお りに合併 した とすれば,財 政力指数のば らつ きが少なくな り0.8前 後 となることがわかる.

数値の低い赤羽根町 渥美町は,田 原町 と合併することにより著 しく財政力指数が上昇する.

また,赤 羽根町 渥美町は公債費負担比率が,16.2%,15.4%と 警戒 ラインを上回っていたが,

合併 により,合 併案(1)の場合10.7%,合 併案(2)の場合11.8%に 低下 し,ど ちらの場合において



も,警 戒ラインではなくな り,財 政的に安定することが確認できた(表1を 参照).つ まり,「合

併」は,人 口規模を拡大 させることにより財政力を改善するよい方法である.

普通交付税額は,基 準財政需要額か ら基準財政収入額を引いたものであり,合 併による規模

の拡大,重 複する事務の統合などにより需要総額が減少するため,本 来は交付税の額は減少す

る.た だし,急 激な変化をな くすため,合 併特例法により,合 併後10年 間は合併前に交付 され

ていた金額が交付され,そ の後5年 間 も段階的に減額 されることになっている.現 在の東三河

地域 における交付税の総額は205億5,000万 円であるが,も し特例がなければ,合 併案(1),合

併案(2)ともに177億8,000万 円に減少する.こ れは,田 原町が不交付団体であ り,収 入額の超

過分が27億8,000万 円あるためである.こ のため,少 なくともその超過分が,他 の自治体の収

入不足分に充て られることにより,地 域全体 としては,こ れまで国か ら受けていた交付税額が

減少することになる.

表2は 東三河各市町の地方債残高とその利率をまとめた ものである.こ のデータは,こ の論

文の試算のベース となるものであるが,詳 細が公表されていない自治体 もあ り,直 接問い合わ

せ ることにより,表2と してまとめている.

表1に よれば,歳 入総額にほぼ等 しい地方債残高(借 金)を 抱 えてお り,そ の返済は歳出額

の8～16%に もなり,自 治体の財政の自由度を低下 させている.た だし,危 険とされる水準は

15%と いわれているが,全 国平均の16.3%に 比べればこの地域の財政力はよい.

表2に よれば,2.5%以 下の利率の地方債が最 も多くなっているが,5%以 上の利率の地方債

も少なくない.現 在の利率を考えれば,表2の 利率は相当高 く,利 率の高い地方債 に関 しては,

繰 り上げ償還を行ってい くのが合理的であろうと考えられる.こ の論文では,合 併で生じる余

剰資金を地方債の繰 り上げ償還資金に充てることを想定して,具 体的な試算 をおこなう.

3.合 併 による歳出削減 効果

この節では,実 際に想定 した合併案による歳出削減額を具体的に計算する.

用いたデータは,愛 知県総務部市町村課 『市町村行財政のあらまし』(平 成13年1月)の 平

成11年 度の各市町の行財政に関するデータである.こ こで用 いるデー タは,表1に まとめ ら

れている.

ここでは,合 併の効果として直接 に計算可能な,経 常的経費である議会経費,職 員経費の削

減額のみを算出する.も ちろん投資的経費である公共施設等の建設費や各種事業について も,

これまでそれぞれの市町が個別に計画,建 設 していたものを,1つ の施設に集約 した り,1施

設あた りの規模 を拡大することにより施設の数を減 らすことなど,ス ケールメリットを活かす

ことは可能であ り,結 果的に経費の削減できる.し かし,計 算が難しいこと,投 資的経費の削

減額を公債費削減に回すことは現在の縦割 りの制度上実行可能性 に欠けるので,こ こでは考え



表2地 方債残高の利率別内訳



ない.

3-1議 会経 費

議会経費については,合 併後の議員数を想定 し,そ の議員数に対 して現在の各市町の議員経

費を乗 じて計算する.各 市町村の議会経費,合 併による議会経費の削減効果は表3と してまと

めた.

地方自治法により定められた議員数は,法 定議員数と呼ばれ,人 口規模が大きくなるほど,

住民一人当た りの議員数は減少する.ほ とんどの自治体では,条 例により法定議員数 より少な

い数を議員定数としているため,充 足率を考慮 して議員数を算出する.

法定議員数は,算 出方法によれば,豊 橋市48人,豊 川市36人,音 羽町22人,一 宮町26人,

小坂井町30人,御 津町26人,田 原町30人,赤 羽根町22人,渥 美町30人 の合計270人 であ り,

現在の議員数186人 を引いた84人 が,現 在すでに自治体の条例により削減 されている(表1を

参照).充 足率を求めると,豊 橋市83.3%,豊 川市77.8%,音 羽町54.5%,一 宮町61.5%,小

坂井町73.3%,御 津町61.5%,田 原町66.7%,赤 羽根町63.6%,渥 美町60.0%で あ り,最 も

低いのが音羽町の,54.5%で,最 も高いのが豊橋市の83.3%と なっている.充 足率は人口規模

の大きな市町では高 く,小 さな町では低 くなる傾向がある.新 市A(豊 川市と宝飯郡4町)で

は,40人 ×83.3%ニ33人,新 市B(渥 美郡3町)で は,36人 ×72.2%＝26人 となる.つ ま

り,議 員数については,現 在の186人 か ら,合 併案(1)の3市 体制では99人,合 併案(2)の1市 体

制では,56人 ×88.6%ニ50人 となる.そ れぞれの充足率は,合 併後の人口に類似する人口を

持つ市の議員の充足率 を用い,新 市Aは,人 口15万7,000人 の安城市の現在の充足率83.3%

を,新 市Bは,人 口66,000人 の碧南市の現在の充足率72.2%を 用いた.合 併案(2)では,人 口

210万2,000人 の名古屋市の充足率88.6%を 用いている.そ の結果,議 員数については,合 併

案(1)で186人 か ら99人 とな り87人 の削減,合 併案(2)では,186人 か ら50人 となり136人 の削

減 と,大 きな削減効果がある.

次に,算 出した議員数を用い,① 各市町の議会経費の加重平均 とした場合,② 人口規模が同

等の他市の議会経費で置き換えた場合,を 仮定 して,合 併後の議会経費を計算する(表3を 参

照).町 が合併により市 となる場合,市 会議員の報酬は町会議員に比べて高額であるため,合 併

したことで議員一人当た りの経費が増加する.そ のため,今 回の渥美郡3町 の合併では,削 減

額はマイナス,つ まり,議 会経費は増加する.東 三河地方全体では,単 年度あた りの議会経費

は,合 併案(1)では4億 円～6億6,000万 円,合 併案(2)では4億4,000万 円～13億 円の削減が可

能となる.



表3議 会経費



3-2職 員 経 費

職員経費 につい ては,合 併後 の職員数 を想 定 し,そ の職員数 に,一 人あた りの 人件 費 を乗 じ

て計算す る.各 市町 の職員経 費 合併 に よる経費 の削 減効果 は,表4と して まとめた。

職員数 は,各 市町 の 「人 口1,000人 あ た りの職員数 」 を もとに,合 併後 の人 口に人口規模が

同等の他市 の 「人口1,000人 あ た りの職 員数」で置 き換 えて,合 併後 の市 の職員 数 を計算す る.

算 出 した職 員数 を用 い,現 在 の各 市町の職員 経費 を職 員数で 除 して算 出 した 「一 人あた りの 人

件 費」 を乗 じて合併後 の職員経 費 を計算す る.給 与水準 は各市 町で違 いがあ るが,実 際 には低

い水 準 に統 一す るこ とは難 しいため,構 成 す る市 町の中で最 も高い給与水準 の市 の職 員一人 あ

た りの人件 費 を用 いる.

現 在の職 員数 は,豊 橋市2,260人,豊 川市796人,音 羽町89人,一 宮 町165人,小 坂 井町145

人,御 津 町122人,田 原町410人,赤 羽根 町78人,渥 美 町313人 と なってお り,2市7町 全体

で,4,378人 で ある(表1を 参照).ま た,人 口千人 あた りの職 員数 は,豊 橋市6.4人,豊 川市

6.9人,音 羽町10.9人,一 宮 町10.2人,小 坂 井町6.9人,御 津 町8.9人,田 原町11.2人,赤

羽根 町12.1人,渥 美町13.5人 で ある.最 も少 ない豊橋市6.4人 と最 も多 い渥 美 町13.5人 で

は2倍 以上 の開 きが あ り,町 同士 で比較 した場 合 に も,人 口規模 が2万 人程 度で ほぼ同 じで あ

る小 坂井 町 と渥美町 で も,6.9人 と13.5人 で お よそ2倍 の 開 きがあ るな ど,自 治体 問の格 差 は

大 きい.

職 員数が合 併前の ま まで あれば,新 市Aで1,317人,新 市Bで801人,合 併案(2)で は4,378

人 で あ り,人 口千人 あた りの職員 数は,新 市A7.5人,新 市Bl2.1人,合 併 案(2)で は7.4人 で

あ る.次 に,人 口千 人あた りの職 員数が,人 口規模 の同程度 の他 市 と同程 度 になる と仮 定 し,

新 市A(17万4,000人)に は安城市(15万7,000人)の7.0人 を,新 市B(6万6,000人)に

は碧南市(6万6,000人)の8.8人 を 用い る.こ の結果,新 市Aで1,221人,新 市Bで584人

とな り,2市7町 体制 の4,378人 か ら,合 併 案(1)の3市 体制 では4,065人,合 併案(2)の1市 体

制 で は3,809人 に なる.削 減可 能な職員数 は,合 併案(1)の3市 体 制で は313人,合 併案(2)の1

市 体 制で は569人 で ある.

職 員一 人あた りの 人件 費 は,普 通会計 の各市町 の人件 費 を単純 に職員数 で除 して求 め ると,

豊 橋 市1,045万 円,豊 川市944万 円,音 羽 町841万 円,一 宮 町741万 円,小 坂井 町943万 円,

御 津 町799万 円,田 原 町788万 円,赤 羽根 町879万 円,渥 美 町761万 円 であ り,2市7町 全体

の平均 では,953万 円 で ある.合 併 した場合 には構成 す る最 も高い水準 の人件 費 になる と仮定

す ると,新 市Aで は115億2,600万 円,新 市Bで は45億9,100万 円 となる.つ ま り,職 員経

費 につ いては,現 在 の417億3,200万 円 か ら,合 併案(1)の3市 体 制で は397億2,700万 円,合

併 案(2)の1市 体制で は397億9,100万 円 にな る.こ こで,合 併案(2)の1市 体 制で給与 総額が大

き くなっているの は,構 成 市町 で最 も高い豊橋市 の人件 費(1,045万 円)を 用 いて いるためで あ



表4職 員経費



る.

合併による人件費の削減効果 としては,新 市Aは3億 円,新 市Bは17億1,000万 円であ り,

合併案(1)では20億 円,率 にして4.8%,合 併案(2)では19億4,000万 円,率 にして4.7%の 職員

経費の削減が可能 となる.

3-3合 併効果 の試算結果

以上の試算の結果,議 会経費は,合 併案(1)で4億 円～6億6,000万 円,合 併案(2)で4億4,000

万円～13億 円の削減が可能 とな り,職 員経費は,合 併案(1)で20億 円,合 併案(2)で19億4,000

万円が削減可能となる.そ の結果,合 計で,合 併案(1)では24億 円～26億6,000万 円,合 併案(2)

では23億8,000万 円～42億4,000万 円の削減が単年度で可能となる.こ の金額の幅は,議 会

経費について加重平均 を用いた場合と,人 口規模が同等の他市の議会経費で置き換えた場合の

2ケ ースを想定 したためである.

また,職 員経費については,構 成 市町のうち一人当た りの人件費が最 も高い市町の人件費を

使用 したため,合 併案(1)の場合 よりも合併案(2)のほうが,削 減額が小 さい.こ のように,自 治

体規模が大 きくなる場合であっても,常 に歳出規模が小 さくなるとは限らない項 目もある.

さらに,議 会経費 と職員経費の削減総額の歳出規模に占める割合は1.3%か ら2.1%に あた

り,そ れほど大きいものではない.し か し,こ の歳出削減額を活用すれば,地 方債残高を大 き

く削減することが可能 となることを,次 の4節 で示す.

4.地 方債残高削減効果

この節では,3節 で算出 した歳出削減額 を地方債の償還に回した場合の試算を行 う.

ここでは,歳 入に関するものを 「地方債」及び 「地方債残高」,歳 出において公債(地 方債)

の償還,利 子支払,及 びこれらの事務処理に要する経費を 「公債費」,合併による経費の削減額

を 「余剰経費」と呼ぶことにする.

地方債の残高は,平 成11年 度末現在高を固定 として,今 後新たに起債を行わないものとして

計算 した.つ ま り,平 成ll年 度末の借金 をすべて返済する期間 とそのために必要な費用 を計

算する.な お,合 併に関する事業に対 しては,事 業費の95%を 充当でき,後 年度に元利償還額

の7割 を普通交付税で措置する,合 併特例債の起債が可能である.し か し,新 たな起債 による

負担 をなくすため,こ こでは合併特例債を利用する事業の実施及びその起債 も行わないもの と

して計算する.

合併によ り生 じた余剰経費を用いて,地 方債残高の毎年の償還額に加えて,よ り金利の高い

ものか ら先に繰上償還すると想定する.こ れにより,各 市町が どれだけ 「地方債残高」を早 く



償還できるかについて仮想的な計算 を行 う.

対象 とした東三河地域の各市町における地方債の平成11年 度末現在高 は,表2に 示 されて

いる.2市7町 全体で1,750億2,000万 円であ り,利 率別の内訳は図3に 示 されている.5%

以上の利率の高い地方債の割合 も少な くない.ま た,公 債費負担比率は,2市7町 全体では

図3地 方債残高の利率別内訳

図4長 期プライムレー トの利率の推移



11.8%で あ る(表1を 参照).こ の 中 で,警 戒 ライ ンといわれ る15%を 超 えてい るのは,赤 羽根

町 と渥美 町だ けであ る.ま た,平 成11年 度 の全 国平均 が16.3%で あ り,全 国平 均そ の ものが

警 戒 ライ ンを超 えているの に比べ る と,こ の地域全体 での財政状 態 は非常 に よい といえ よう.

計 算 は,表2の 東三 河地域各市 町の地方債残 高(合 計1,750億 円)を 元 金 とし,図4の 長期

金利 の推移 を参考 として,実 際 の地方債残 高の利率 をみて,借 入 れ時期(つ ま り残存期 間)を

想 定 した.償 還 まで の残存 期 間は,長 期 金利の推移 をも とに図3に 書 き入 れ た ように仮定 した.

長 期 金利 の推 移 は図4に 示 した とお り,1990年 代 に入 り,一 貫 して低 下 しているので,残 存期

間 を推定 しやすい.な お,地 方債 の実際 の償還期 間は様 々であるが,こ こで は,10年 国 債が一

般 的で ある ことを考慮 し,す べ て10年 債 と仮定 した.

そ の上 で,各 利率 ご とに償還 までの残存期 間 にお いて元利均等 割で毎年償 還す る もの と想定

し,単 年度 あた りの償還 額 を計算 す る.さ らに,こ の償 還額 に 「余剰経費 」 を上乗せ す る形 で

繰 上げ て償 還す るケース を計算 する.な お,合 併 に よる 「余剰経 費」 として は,合 併案(1)で26

億6,000万 円,合 併案(2)で42億4,000万 円 とい う最大値 を用 い る.

4-1繰 上 償 還 を行 わ ない 場 合

償 還額 の算 出方法 につい て,基 本的 な計算 方法 として,最 初 に,繰 上償 還 を行 わない場合 の

計算 の手順 を説明す る(表5を 参 照).ま ず,東 三河地域2市7町 の地 方債 の平 成ll年 度末 の

現在 高 は,1,750億1,800万 円 であ り(表5(A)の ① を参照),そ れぞれの利率 の現在 高は,2.5%

以 下522億200万 円(② を参照),3.0%以 下128億4,200万 円(③ を参 照),…,8.0%超750万

円 となっている.

こ こで は,計 算 しやす くす るため,利 率 は2.5%以 下 を2.5%,3.0%以 下 を3.0%,…,8.0%

以 下 を8.0%,8.0%超 を8.5%と した.償 還 までの残存期 間は,地 方債 を10年 債 とし,公 債 の

利 率 と公債 発行時の長期 金利 を比 較 し,借 入 れ時期 を仮定す る(図3を 参照).こ れ によ り,残

存期 間 は,2.5%以 下 を10年,3.0%以 下 を9年,4.0%以 下 を7年,5.5%以 下 を5年,6.0%

以 下 を3年,7.5%以 下 を2年,8.0%以 下,8.0%超 を1年 と仮定 し,毎 年 の償 還額 は,残 存期

間で元利均等 返済す る と想定 して計算 した.

利 率 ご との毎年の償還 額 は,表5(B)の 表 の ように,2.5%以 下 の場 合で は(④ を参 照),図3

に示 した我 々の仮 定 によ り,地 方債 償還期 間 は10年 であ り,10年 間 の元利均 等返済 とな る.

1年 目は元金46億5,900万 円,利 息13億500万 円 で合 計59億6,400万 円(⑤ を参照),2年

目は元金47億7,600万 円,利 息11億8,800万 円 で合計額 は同 じ59億6,400万 円 であ る(⑥ を

参 照).こ れ を3年 目か ら9年 目まで 同様 に行 い,10年 目 は元金58億1,900万 円,利 息1億

4,500万 円 である.こ の10年 間 の支払総額 は,元 金 は11年 度 末現在 高 と同 じ522億200万 円,

利 息 は74億4,300万 円 で,合 計額 は596億4,500万 円 となる(⑦ を参 照).



表5各 市町の利率別償還金額の算出方法(繰 上償還しない場合)



(D)東 三河地域の各市町ごとの償還額



同様 に,3.0%以 下 を9年,4.0%以 下 を7年,5.5%以 下 を5年,6.0%以 下 を3年,7.5%以 下

を2年,8.0%以 下,8.0%超 を1年 と して,各 利率 の現 在高 を もとに毎年 の償還額 を,元 金,

利 息 と もに求め る(⑧ を参照).

この2.5%以 下 か ら8.0%超 まで の各 利率の各年 に償還す る金額 の合 計 を求 める と,表5(C)

に示 され た ように,毎 年の償還額 は,1年 目は元金321億8,200万 円,利 息71億8,400万 円,

合 計393億6,600万 円(⑨ を参照),2年 目 は元金336億2,100万 円,利 息55億2,700万 円,

合 計391億4,900万 円 となる(⑩ を参照).こ れを3年 目か ら9年 目まで同様 に行い,10年 目

は元金58億1,900万 円,利 息1億4,500万 円,合 計59億6,400万 円 とな る(⑪ を参 照).10年

間 の支払総額 は,元 金 は11年 度 末現在 高 と同 じ1,750億1,800万 円,利 息247億6,300万 円 で

合 計1,997億8,100万 円 となる(⑫ を参照).東 三河 地域のすべ ての市 町につい て,同 様 の方法

で個 別 に算 出す る と表5(D)と な る.

この1,997億8,100万 円 が,2市7町 の平成ll年 度末の現在 高 を,繰 上償 還せず に償 還 して

い く場合 の,今 後10年 間 の支払 総額 である.こ のケースで は繰 り上 げ返 済 を しないので,当 然

償 還期 間は10年 間で ある.

4-2繰 上 償 還 を行 う場 合

次 に,繰 上償還 を行 う場合 の計 算の手順 を説明す る(表6を 参 照).繰 り上 げ償 還の原 資は,

3節 で算 出 した余剰経 費で ある.

最 初 に,合 併 案(1)の ケ ースで は,職 員 経費 と議会 経費 の削 減で毎年26億6,000万 円 の余剰経

費 が発生す るので,こ れ を繰上償 還 にまわす場 合 を計算 す る.

基 本的 な計 算方法 は,繰 上償還 しない場合 と同様で あるが,1年 目に発 生 した余剰 経費26億

6,000万 円 を1年 目の年度末 に,残 高 の うち利 率の高 い公債 か ら順 に元 金の償 還 に充 当す る.

同様 に2年 目以降 も,そ れぞ れの年度末 に償 還 に充 当 してい くこととす る.ま ず,1年 目 に償

還額 すべ き元金,利 息 は,そ のま ま償還す る.8.0%以 下,8.0%超 の ものについ ては残 存期 間

が1年 であ るため,1年 目にすべ て償還 され る.1年 目に発生 した余剰 経 費26億6,000万 円

は,2年 目 に償還すべ き元金 の うち,最 も利息 の高い7.5%以 下 の公債分60億8,100万 円(表

6(B)① を 参照)に 充当す る ことで,2年 目に償 還すべ き元金 が34億2,100万 円(表6(B)②

を参 照)へ 減少す る.こ のため,2年 目に償 還すべ き利息 も,4億5,600万 円 か ら2億5,600

万 円 へ減少 し,償 還額総額 は,繰 上 償還 を行わ ない場 合 の391億4,900万 円 か ら362億8,900

万 円(表6(C)③)に 減少す る.

同 様 に2年 目に発生 した余剰経 費26億6,000万 円 は,3年 目に償還すべ き元金 の うち,最 も

利 息の高 い6.0%以 下 の公債 分8億400万 円 に充当 し,更 に18億5,500万 円 が余 るため5.5%

以 下 の公債 分に充 当す る.こ れを繰返 し行 い,9年 目の償還が終 わ り,9年 目に発生 した余剰



表6合 併案(1)に よる余剰経費26億6,000万 円で繰上償還を行 う場合



経 費26億6,000万 円 を10年 目の償 還額 に充 当す る と,10年 目に償還 すべ き額 は,元 金4億

9,900万 円,利 息1,200万 円,合 計5億1,100万 円 となる(表6(C)④ を参照).

10年 間 の償 還 総額 は,元 金 はll年 度 末現 在高 と同 じ1,750億1,800万 円,利 息 は235億

3,000万 円,合 計1,985億4,800万 円 となる(表6(C)⑤ を参 照).こ の 結果,繰 上償還 を行 わ

なか った場合 の合計額1997億8,100万 円 に比べ,繰 上償還 を行 うこ とによって,利 息が12億

3,300万 円軽 減で き,こ の他 に10年 目の余剰経 費 と して26億6,000万 円 も発 生す る.ま た,

この場合10年 目の償還すべ き額が少 ないため,年 度 当初 に償還す るこ ともで き,そ の場合,期

間 も約1年 短縮で き,利 息1,200万 円 も必要 な くなる.

次 に,合 併案(2)の 場 合 には,毎 年42億4,000万 円 の余剰経 費が発生 す るの で,こ れを地方債

の繰 上償還 に まわす場合 を計算 する(表7を 参照).同 様 に計算す ると,7年 目の償 還が終 わ り,

7年 目に発 生 した余剰経 費42億4,000万 円(表7(B)① を参照)を8年 目,9年 目に償 還すべ

き3%以 下 の公債分 に充当 し,更 に10億8,300万 円 が余 る(表7(B)② を参照)た め,2.5%以

下 の公債分 に充当す る.8年 目の償還が終 わ り,8年 目の余剰経 費 を繰上償 還 し,9年 目の償

還 が終 わる と,10年 目 に償還すべ き残額 は4億9,500万 円 であ り,こ れに9年 目の余剰 経費 を

充 当す る と,す べ ての償 還が終 わる.

10年 間 の償 還 総額 は,元 金 はll年 度 末現 在高 と同 じ1,750億1,800万 円,利 息 は226億

5,100万 円,合 計1,976億6,900万 円 となる.そ して,こ の他 に,9年 目の余 剰経費 の余 り37

億4,400万 円 と,10年 目の余剰経 費42億4,000万 円 も発生す る.こ の場合,9年 目に発 生す

る余剰 経費 を9年 目の年度末 の償 還後 に活用 す るのでは な く,9年 目に償 還すべ きもの に順次

充 当すれ ば,9年 目の半 ば まで にすべ ての償還 が終 わる.こ れ に よ り,期 間 も約2年 短縮 で き,

そ の間の利 息 も必要 な くなる(表7(C)を 参 照).



表7合 併案(2)に よる余剰経費42億4,000万 円 で繰上償還 を行 う場合



以上の計算の結果,現 在の地方債残高の償還すべ き元利合計額は,繰 上償還 しない場合1,998

億円となり,各 年の償還額は1年 目394億 円から10年 目60億 円であ り,単 純に平均すると,

年 間約200億 円となる.ま た,繰 上償還を行 う場合,合 併案(1)では1,985億,合 併案(2)では

1,976億 となる.償 還額に対する 「余剰経費」の率は,合 併案(1)で約13%,合 併案(2)で約20%

である.余 剰軽費を繰上げて償還 を行うことによって,償 還期間10年 のうち,合 併案(1)では約

1年,合 併案(2)では約2年 の償還期間の短縮が可能とな り,こ の他に10年 目の余剰経費もそれ

ぞれ発生する.ま た,金 利負担分は合併案(1)では12億 円,合 併案(2)では22億 円程度軽減する

ことがで きた.

合併による経費の削減 により発生 した余剰金を,繰 上償還に活用することによって,現 在の

地方債残高の償還期間を約1～2年 も短縮で きることが明らかになった.

5.ま と め

市町村の財政危機を考 えると,歳入を増加させるとともに歳出を削減することが必要である.

しかし,単 に歳出を抑制するのは非常に難 しい.そ のため,歳 出削減の方法として,市 町村合

併が有効な手段 となる.こ の論文では,議 会経費,職 員経費 というわか りやすい経費の削減効

果 を実際に計算 し,さ らに,経 費削減により発生する余剰経費をどのように活用するかに注 目

し,地 方債の繰上償還にまわす場合の地方債削減効果 を試算 した.

この論文で想定 した合併案(1)は実際には実現しなかったが,具 体的に合併の効果(経 費削減

効果 と地方債削減効果)を 示す ことがで きたのは意味のあることである.合 併の経済効果を

はっきり認識しないで,ム ー ドや単なる好悪で合併に反対する風潮には問題がある.



さて,こ の論文の試算の結果,明 らかになったことは,ま ず第1に,こ こで想定 した合併計

画の場合,経 常的経費である議会経費,職 員経費の削減による 「余剰経費」は,最 大で,合 併

案(1)で26億6,000万 円,合 併案(2)で42億4,000万 円が単年度で発生するということである.

経常的経費の削減により捻 出した 「余剰経費」は,単 年度の歳出額2,013億5百 万円(表1を

参照)の1.3%～2.1%程 度にあた り,歳 出でみると比率は低 い.し かし,こ の余剰経費を公債

の繰上償還に活用すれば,単 年度あた りの償還額(10年 間の平均)で みると,13%～21%と い

う大 きな金額である.

第2に,こ の余剰経費を通常の償還額に上乗 して繰上償還 した場合,10年 間の償還期間が約

1～2年 も短縮が可能になることが明 らかにされた.第3に,繰 上償還による期間の短縮 により

12～22億 円程度の利子負担が軽減されることが明らかになった.

これ らの結果は,市 町村合併が地方財政の改善をもたらす1つ の有効な方法であることを示

している.現 在の市町村合併の議論では,膨大な地方債残高は中心的な話題 となっていないが,

実際には最 も重要な問題である.今 回の結果 は,財政状況改善のための財源確保の方法 として,

市町村合併が効果的であることを示 している.

しか し,現 状では,歳 出が歳入 を上回ったとしても,そ の差を地方交付税が埋め合わせてい

るために,地 方債が増加 し公債費の問題があることがわかっていても,地 方債発行を積極的に

削減するインセンティブは働 きに くい.な ぜ なら,現 在の交付税制度では,歳 入を増やし,歳

出を削減 したとしても,歳 出と歳入の差が少なくなるだけで,結 果的に地方交付税の額で調整,

減額 されてしまい,市 町村 にとっての歳入総額は変わらないためである.ま た,起 債額の一部

を後年度に地方交付税に算入 して交付するといった方法が取 られている現状では,新 たな起債

をすることによって交付税が多 く受取れるため,自 治体 として起債 を抑制 しにくい.

今後 もし地方交付税が削減 廃止 となり,市 町村が起債額をそのまま各自治体で負担する

という状況になれば,負 担軽減のため新たな起債を少な くし,償 還額を増加 させるというイン

センティブが働 くことになる.そ の時には,自 治体の財政状況を重視 し,新 市の名前やなん と

な く反対 ということではなく,よ り合理的に合併が判断されることになろう.

〈付記>

1.平 成17年10月 時点での,実 際の合併の状況は以下の とお りである.

(1)豊 川市と宝飯郡4町(音 羽町,一宮町,小 坂井町,御津町)は,平 成16年3月1日 の住民意識調査の結

果,一 宮町と御津町で住民の合併反対が上回ったため,合 併協議会を廃止することになり,1市4町 によ

る合併は白紙撤回となった.反 対理由は,市 庁舎の場所による行政サービスの低下への懸念,水 道料金の

値上げへの懸念である.そ の後,平 成16年ll月25日 に豊川市と宝飯郡一宮町の2市 町だけによる合併

協議会が設置された.平 成17年3月 には,両市町で合併を決定し,編入により平成18年2月1日 に新「豊

川市」となる.

(2)渥 美郡3町(田 原町,赤 羽根町,渥 美町)は,平 成14年10月 に新市名の決定方法で協議が整わず,3



町による合併は一旦白紙撤回となった.し かし,平 成15年2月,田 原町と赤羽根町の2町 による合併を決

定し,平 成15年8月20日 には田原市となった.

その後 渥美町では,合 併に賛成する町長になったことから,田 原市との合併に向けた協議が行われた.

平成16年8月,田 原市 ・渥美町合併協議会が設置され,平 成17年10月1日,合 併により田原市となった.

2.こ の 論 文は,前 野貴生 『市 町村合 併の歴 史 と自治体財 政改善効 果一 東三 河地域 の合併 シ ミュ

レー シ ョンー』(平 成14年 度 修士 論文)の 第4章 を もとに,加 筆 ・修 正 を加 えた もの であ り,

2003年 度 日本 財政学会 第60回 大会(関 西大学)で 報告 された.
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